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◇ 繊維産業の適正取引の推進と生産性・付加価値向上に向けた自主行動計画 ◇ 

 

制定 平成２９年３月 １日 

 改訂 平成３０年７月２４日 

日本繊維産業連盟 

繊維産業流通構造改革推進協議会 

 

繊維業界は経済産業省が策定した「繊維産業における下請適正取引等の推進のためのガ

イドライン（以下、「ガイドライン」という。）」に基づき、取引の適正化に努めてきた。日

本繊維産業連盟及び繊維産業流通構造改革推進協議会（以下、「両団体」という。）は、こ

れまでの当該ガイドラインに基づく取引適正化の取組みを一層進めるべく、自主行動計画

を策定する。 

 繊維業界は、紡績や製糸、製織・編立、染色・加工、縫製、アパレル及び小売といった

長いサプライチェーンを有しており、サプライチェーン全体での取引の適正化が産業全体

の競争力強化に寄与するものであり、サプライチェーンを構成する各事業者がその重要性

を理解し、不断に努力を行うことが求められる。 

また、ＯＥＣＤにおいても、「衣類・履物セクターにおける責任あるサプライチェーンのた

めのデューディリジェンス・ガイダンス」を策定・公表されたこと等、これら「責任ある

サプライチェーン」に係る国際的潮流を踏まえ、取引を行う事業者は自社に至るまでのサ

http://www.kinujinsen.com/


 ２ 

プライチェーン全体における法令遵守、適正な取引条件や労働環境等の確保について、十

分な確認と考慮をすべき社会的責任が求められる。 

このような考えの下、両団体は経済産業大臣の掲げる政策「未来志向型の取引慣行に向

けて」や、その一環として改正された下請代金支払遅延等防止法（以下、「下請代金法」と

いう。）に関する運用基準、下請中小企業振興法（以下、「下請振興法」という。）に基づく

振興基準及び下請代金の支払手段に関する通達等を踏まえ、適正取引の推進を一層進める

ため、サプライチェーン全体の取引適正化に向けた活動を充実すべく「繊維産業の適正取

引の推進と生産性・付加価値向上に向けた自主行動計画」を策定することとした。この自

主行動計画は、取引を行う事業者双方の「適正取引」や「付加価値向上」につながる望ま

しい取引慣行を普及・定着させる観点から、合理的な価格決定、コスト負担の適正化、支

払条件の改善、生産性の向上等に関する今後の取組みを表明するものである。 

両団体は、サプライチェーン全体への適正取引の浸透に努めるとともに、この自主行動

計画の遵守状況を定期的にフォローアップし、確実な実行を担保することで繊維業界の適

正取引が浸透するよう取組みを進める。 

 

Ⅰ．適正取引の推進に関する取組み 

 １．合理的な価格決定のための取組み 

○ 消費者が求める品質・価格でものづくりを行い、繊維業界全体としての競争力を

高めるためには、各工程において取引数量、納期、品質等の条件、材料費、労務

費等について関係者で協議をした上で、合理的な価格決定が行われることが不可

欠である。しかしながら、各事業者間の取引においては、歩引きや理由なき返品、

受領拒否等の非合理な取引により、負担が偏っている場合がある。そのため、下

請振興法第３条第１項の規定に基づく振興基準やガイドライン等を踏まえ、取引

先と十分に適正な利益配分並びに非合理な取引を排除すべく協議を行った上、適

正に価格を決定する。 

○ 発注者は、発注工賃をはじめとする取引条件について、受注者に付加価値に応じ

て適正に利益が配分され、従業員（外国人技能実習生を含む）の適正な賃金・労

働環境、事業の持続可能性等を確保することができる水準となるよう十分考慮し

た上で、受注者と適正な発注工賃等の取引条件について協議を行った上で、適正

に価格を決定する。 

また、発注者は、受注者からエネルギーコストの上昇や最低賃金の引上げによ

る労務費の増加といった、原価の増加による取引条件の見直しの要請があった場

合、上記と同様に、受注者の適正な賃金・労働環境、事業の持続可能性の確保を

十分に考慮し、受注者と十分に協議を行った上、適正に価格を決定する。 
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（実施事項） 

以下の点を遵守し、「責任あるサプライチェーン」に係る国際的な潮流を踏まえつ

つ、合理的な価格決定のための取組みを行う。 

・両団体は、合理的な価格決定のための取組みを進めるため、繊維産業流通構造改

革推進協議会（以下、「ＳＣＭ推進協議会」という。）が定めるＴＡプロジェクト取

引ガイドライン（以下、「ＴＡガイドライン」という。）について、必要な改定と関

係各社向け説明会を開催する。改定内容は、更なる取引適正化を進めるため、取

引要件かサービス業務なのかの区分を明確にすること、引取義務の徹底、サンプ

ル作成にかかわる費用負担、発注者の都合により発生する業務上の費用等に関す

る事項についてである。 

・ＳＣＭ推進協議会が行った「歩引き」取引廃止宣言と理念を踏まえ、歩引き取引の

廃止に向けて、両団体に所属する法人会員及び団体に属する会員企業（以下、「会

員企業」とする）は自らの取引先と協議し取引適正化を行う。 

・取引に係る数量、納期、価格等の条件について、当該事業者間での責任の明確化

が図られるよう、取引先と十分に協議を行った上で、契約書等の書面化を徹底す

る。 

・受注者から経済情勢に大きな変化やエネルギーコストの上昇、人手不足、最低賃

金の引上げ等に伴う取引価格をはじめとする取引条件の見直しの要請があった

場合には、これらの影響を勘案し、事業者間で十分に協議を行った上で取引価格

等を決定する。 

・その他材料費の大幅な変動等、経済情勢に大きな変化が生じた際には、必要に応

じて、取引先と協議し、取引価格等の見直しを検討する。 

・発注者は仕入価格の低減要請を行う際は、その根拠を明確にし、受注者と十分協

議を行う。 

・発注者は仕入価格の低減要請を行うに際して、文書や記録を残さずに口頭で数値

目標のみを提示しての要請、原価低減の根拠やアイデアを受注者に丸投げするよ

うな要請、発注継続の前提を示唆した要請は、下請振興法に基づく振興基準にお

いて親事業者が留意すべき事項とされており、客観的な経済合理性や十分な協議

手続きを欠く要請を行わないことを徹底する。 

・発注者は原価低減活動の効果を十分に確認して取引価格に反映させる。また、受

注者の貢献がある場合は、その貢献度も踏まえて取引価格を決定することとし、

受注者の努力によるコスト削減効果を一方的に取引価格に反映することは行わ

ないことを徹底する。 

・ 縫製については、事業者間において、工賃の適正化による持続可能な取引を進め

て行くため、必要な作業工程・時間に基づき目安となる工賃の算出手段として「縫

製工賃交渉支援クラウドサービス」（ＡＣＣＴシステム）等を活用するなど、適正な
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工賃の協議を行った上で決定する。 

 ２．コスト負担の適正化のための取組み 

○ 繊維産業では、季節ごとに新たな商品展開が行われるため、受注者に対する厳し

い納期が求められ、指定納期に指定場所へ納品するため、完成品を受注者が保管

するという倉庫機能を負わされるケースがある。また、気候の変化等に応じた追

加発注等に対する生地在庫の確保等による倉庫管理等の負担も生じている。 これ

らのコスト負担は、一方的に受注者が負担するべきものではなく、川上から川下

までの繊維産業のサプライチェーンを構成する各社が相応に負担すべき管理コス

トであることから、コスト負担の適正化・改善に取り組んでいく。 

（実施事項） 

以下の点を遵守し、取引企業間での管理コスト負担の適正化・改善に取り組む。 

・ＳＣＭ推進協議会は、管理コスト負担の適正化・改善を進めるため、ＴＡガイドラ

インの必要な改定を行うとともに、関係各社向けの説明会を開催する。 

・両団体の会員企業は、引取期日を過ぎた在庫保管等に対するコスト負担について、

ＴＡガイドラインを遵守し、適正なコスト負担について関係する事業者間で協議を

行った上で取り決める。 

・取引に係る数量、納期、価格等の条件について、当該事業者間での責任の明確化

が図られるよう、取引先と十分に協議を行った上で、契約書等の書面化を徹底す

る（再掲）。 

・完成品の引取り時期の未確定や追加発注に備えた材料確保による倉庫の負担、補

給品等の追加発注による新たな生産コストの発生等の可能性がある取引に関し

ては、在庫の確保等に関する期限を定めるなど、受注者に過度な負担が生じない

よう、十分に協議を行った上で取り決める。 

・自己都合による理由なき返品、製造委託した商品の受領拒否、及び不当な販売員

や協賛金等の経済上の利益の提供要請など、一方的に受注者に対してコスト負担

を強いることがないよう、徹底する。 

 

 ３．支払条件の改善のための取組み 

○ 繊維業界においては、手形での発注代金の支払いサイトは下請代金法に基づく 

下請代金の支払手段に関する通達において９０日以内とされている。また、原則

として、代金支払いは現金支払いが望ましいとされていることから、現金支払い

の増加を目指すとともに、手形決済の場合の支払いサイトは可能な限り短縮化を

図り、６０日以内となるよう努めていく。 

（実施事項） 

以下の点を念頭に、代金の支払方法の改善を進める。 

・代金支払いをできる限り現金払いとすべく改善に努める。 
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・支払方法については、手形により代金を支払う際、その現金化にかかる割引料等

のコスト負担を勘案して、取引先と十分協議を行った上で決定する。 

・手形サイトは、６０日を目標として短縮化に努める。 

 

Ⅱ．付加価値向上等に向けた取組み 

 

 １．生産性向上のための取組み 

○ 繊維業界のサプライチェーンを構成する紡績、製糸、製織・編立、染色・加工、

縫製、アパレル及び小売の各会員企業は、各工程における課題をサプライチェー

ン全体の課題として把握し、生産性向上に取組む。 

（実施事項） 

以下の点を念頭に、生産性向上のための取組みを進める。 

・会員企業はそれぞれの工程における稼働率向上のための取組み、及び取引におけ

る生産計画などに関する情報の共有化に取り組む。 

・発注者は事業者間における、生産性向上に関する課題解決に向けて、受注者企業

への訪問や面談などの密なコミュニケーションに努める。 

・会員企業は、サプライチェーン全体での付加価値向上等の観点から、各企業にお

いて適正な原価率及び利益を確保した上で、消費者に対する正価（プロパー価格

等）の信頼性の維持・向上に努める。 

・サプライチェーン全体の機能維持のために、事業継承が円滑に遂行されるよう、

事業継続に向けた適切な対応を行う。 

・両団体は、各取組みをベストプラクティスとして可能な範囲で会員企業に共有を

図る。 

 

２．人材育成・教育の推進 

○ 繊維業界においては、企画・販売をはじめとして、女性の活躍が不可欠である。

最終消費者のニーズを踏まえた業界全体の活性化のためにも、企画・販売に加え

経営層・管理者層或いはマーチャンダイザーなどの職においても女性が活躍でき

るよう、環境整備や意識改革を進めていく。また、技術及び経験を持った高齢者

の雇用の拡充等を積極的に検討していく。 

○ 会員企業においては、サプライチェーン全体への適正取引の推進のため、下請代

金法の運用基準や下請振興法に基づく振興基準の改正等を踏まえ、業務ルール等

の見直しを行うとともに、社内への周知徹底を図る。 
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（実施事項） 

・女性及び高齢者が活躍する環境整備や意識改革を進めるため、会員企業は自主点

検を行い、その結果を踏まえて、社内ルールやマニュアルの整備・見直しを行う。 

・会員企業は、適正取引に関する勉強会等を実施する。 

 

Ⅲ．普及啓発活動の推進 

○ 繊維業界のサプライチェーン全体への適正取引の推進のため、自主行動計画の取

組みを幅広く周知に努める。両団体の会員外の団体・企業への周知も不可欠であ

ることから、両団体及び会員企業は経済産業省の協力を得ながら会員企業の取引

先への周知等も通じ、非会員企業を含め自主行動計画の取組み内容について普及

を図るよう努める。 

○ 発注者は、自社製品の発注に関し、受注者が更に他の企業に発注する場合（当該

他の企業が更に他の企業に発注する場合も含む）、当該受注者に対し、発注者の立

場として本取組を確実に実施するよう求めるとともに、自社製品に係る当該受注

者に至るまでのサプライチェーンにおいて、本取組が適切に行われていることを

確認し、保証を求める。 

（実施事項） 

・両団体は、自主行動計画に掲げる各項目をサプライチェーン全体に浸透させるた

め、ＳＣＭ推進協議会が行う全国各地でのＴＡガイドライン等に関する説明会を通

じて、自主行動計画の取組内容の周知を行い、サプライチェーン全体への適正取

引の浸透を図る。 

・両団体に所属する法人会員及び団体に属する会員企業は、独占禁止法、下請代金

法等の法令及び繊維産業における下請適正取引等の推進のためのガイドライン

について、勉強会等を開催するなど取引先を含めコンプライアンスの徹底を図る。 

・会員外の団体・企業に対しては、改正された下請代金法及び下請振興法の振興基

準などの経済産業省による周知と連携しながら、自主行動計画の普及に努めてい

く。 

・ 直接・間接を含め発注者に係る団体（以下「発注側団体」という。）は、加盟企業

及び関係事業者等に対し、「責任あるサプライチェーン」の考え方を含め、発注者

の社会的責任等について講習会、説明会等を実施する。 

・ 発注側団体は、会員企業からの定期的な報告により、会員企業におけるサプライ

チェーン全体を通じた取引適正化の取組状況や法令遵守状況等をモニタリング

し、必要に応じ会員企業に適切な指導や支援を行う。 

 

Ⅳ．自主行動計画のフォローアップ 

○ 適正取引の推進には、両団体の会員各社における個々の取引に定着させることが   



 ７ 

重要である。そのため、両団体は中小企業庁／経済産業省が定める業種横断的な

フォローアップの指針を踏まえ、自主行動計画の進捗状況について、定期的にフ

ォローアップすることにより把握を行う。また、実施状況の評価を通じ、必要に

応じて自主行動計画の見直しを行い、各社の取引慣行の改善を進める。 

（実施事項） 

・取引慣行の改善を進めるために、両団体に加盟する団体は、団体の実態に即した

形で会長等が直轄する「取引適正化推進委員会」（仮称）を設置する。 

・取組み内容に関し、両団体の会員に対して聞き取り調査及びアンケート等により、

実施状況についてのフォローアップ調査を行う。 

・検証結果をもとに、必要に応じ自主行動計画の見直しを行う。 

以 上 

 

（別紙） 

改訂の経緯 

■平成３０年７月２４日改訂 

繊維産業において、外国人技能実習について法令違反の事例が多数発生しており、業種

別では最多となっている。これは、法令違反を犯した個々の事業者の法令遵守の問題のみ

ならず、繊維業界全体の信頼に関わる、極めて由々しい事態である。この問題には、法令

違反を犯す企業の法令遵守意識の欠落はもとより、技能実習生等の適正な賃金や労働環境

等を確保するには低すぎる発注工賃となっていること、更には、発注者が製品の自社に至

るまでのサプライチェーン全体における法令遵守、取引条件等の実態について把握できて

いないことが背景にある。また、適正でない状態で製造された製品を消費者に提供してい

る場合には、発注者に直接の法令違反がないとしても、企業の社会的責任（サプライチェ

ーンに対する責任）が果たされていない状況が生じている。 

こうした事態の適正化に向けて、日本繊維産業連盟は、繊維産業技能実習事業協議会を

経済産業省との共同事務局として運営し、同協議会は、技能実習の適正な実施などに向け

て繊維業界として講ずべき取組等について協議を行い、平成３０年６月に「繊維産業にお

ける外国人技能実習の適正な実施等のための取組」を決定した。この取組においては、自

主行動計画における「適正取引」への取組みの更なる改善に資する内容を含んでおり、こ

れを反映させるため改訂を行うものである。 

 

 

◇ 第１２１回通商問題委員会の開催 ◇ 

 

第１２１回通商問題委員会が８月１日（水）に開催され（１）日本の繊維貿易の現状（２）

各国とのＥＰＡ交渉状況等について説明があり意見交換が行われた。 



 ８ 

１.日本の繊維貿易の現況について 

（１）輸出入全般の動向 

①２０１８年６月の現状 

円ベースでは、輸出は前年同月比１０８.６％、輸入は前年同月比１０７.５％と単月

で輸出、輸入共に増である。輸出（円ベース）は、２０１５年１２月がピークであっ

た。その後、落ち込みが続いていたが、２０１８年に入り回復傾向が認められた。１

月～６月では前年同期比１０２.８％となっている。また、輸入は２０１７年１月に

急増した反動で２月は激減したが、３月は持ち直し、その後の動きは２０１６年と同

じ動きであったが、２０１８年に入り、１月～６月では前年同期比で１０３.４％と

若干の増である。 

 

 

項目 

２０１８年６月 ２０１８年１月～６月 

金 額 前年同月比 金 額 前年同期比 

（百万円） （百万＄） 円ベース ＄ベース （百万円） （百万＄） 円ベース ＄ベース 

輸出 82,285 747 108.6% 109.5% 436,275 4,019 102.8% 106.3% 

輸入 300,648 2,733 107.5% 108.3% 1,970,187 18,137 103.4% 107.0% 

 

  ②繊維品別輸出入実績（２０１８年１月～６月累計・前年同期比） 

輸出（円ベース） 輸入（円ベース） 

繊維原料 100.3% 繊維原料 108.4% 

糸類（紡績糸・合繊糸） 102.6% 糸類（紡績糸・合繊糸） 102.4% 

  綿糸 122.0%   綿糸 95.9% 

  毛糸 134.4%   毛糸  106.3% 

  合繊糸 100.8%   合繊糸 105.8% 

織物 99.5% 織物 103.3% 

 綿織物 96,4%  綿織物 103.1% 

 毛織物 109.3%  毛織物 110.5% 

 合繊織物 99.9%  合繊織物 102.4% 

二次製品 106.0% 二次製品 103.3% 

 

（２）各国・地域別輸出入の動向 

  ①輸出（２０１８年１月～６月累計 前年同期比（円ベース）） 

東南アジア（中国含む）:１０３.１％、米州:１０７.９％、欧州:１０７.３％、中

国:１０２.０％。中国のシェアは－０.３ｐｔ（前年同期比）の２９.３％と１月～６

月の平均では輸出額は若干の増であるがシェアは減である。 

アセアン:１０６.４％、シェアは２５.５％（前年同期比＋０.９ｐｔ）。 



 ９ 

１月～６月累計で、前年同期比増は、インドネシア１１０.２％、ベトナムが１０８.

４％、ミャンマー１２７.０％、インド１１５.９％、パキスタン１２５.８％、バン

グラデシュ１１８.１％、イギリス１０５.７％、ドイツ１１１.５％、イタリア１１

６.８％、米州１０７.９％、アフリカ１０５.７％など。 

シェアが安定して伸長しているベトナムの構成比は１２.０％（前年同期比＋０.６

ｐｔ）。 

バングラデシュが前年同期に激減したが、今期は１１８.１％と好調である。 

 

  ②輸入（２０１８年 1月～６月累計・前年同期比（円ベース）） 

東南アジア（中国含む）:１０３.１％、米州:９９.４％、欧州:１０８.８％、中国:

９８.７％、シェアは２.７ｐｔダウン（前年同期比）の５６.８％へ。 

アセアン:１１２.３％。シェアは＋２.１ｐｔ（前年同期比）の２６.１％と伸長が続

く。 

前年同期比増は、台湾１０３.０％、香港１０３.１％、タイ１０８.１％、インドネ

シア１０８.７％、マレーシア１０７.３％、ベトナム１１６.５％、カンボジア１１

４.５％、ミャンマー１１３.３％、インド１０８.７％、パキスタン１２２.４％、

バングラデシュ１１７.４％、イギリス１０９.４％、フランス１０５.０％、イタリ

ア１０７.１％、アフリカ１０３.４％などである。 

ベトナムのシェアは１１.９％（前年同期比＋１.３ｐｔ）と堅調である。 

 

２.次回日程について 

第１２２回通商問題委員会は、９月２６日（水）１４時 ～１６時 

 

 

◇ 平成３０年度織布運転技能審査試験の募集 ◇ 

 

本会は、平成３０年度織布運転技能審査試験の募集を、平成３０年８月９日付３０絹人

繊工連発第２１号「平成３０年度織布運転技能審査試験の募集について」において募集案

内を行った。 

技能審査試験の概要については以下の通り。 

 

１．対  象 

「準備工程」「製織工程」「仕上工程」の運転業務に従事する者の有する技能で、受験

資格は、１級が勤続２年以上、２級が勤続１年以上。 

受験対象工程は、「準備工程」は整経、糊付から、また、「製織工程」は有杼織機、エアジ

ェット式織機、ウォータージェット式織機、レピア式織機、グリッパー式織機から選択。 
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◎ 合格者に対する称号 

・１級織布運転技士（準備工程）  ・２級織布運転技士（準備工程） 

・１級織布運転技士（製織工程）  ・２級織布運転技士（製織工程） 

・１級織布運転技士（仕上工程）  ・２級織布運転技士（仕上工程） 

 

２．試験内容 

（１） 学科（筆記）試験 

学科試験は一般知識と専門知識に大別。 

（ａ）一般知識 

繊維産業に従事するものにとっての基本知識で、範囲は以下のとおり。 

①繊維の種類と特徴 ②紡績の基本原理と糸の種類及び特徴 ③製織の基本原

理と布の種類及び特徴 ④統計的なものの考え方と工程管理 ⑤安全と衛生 

など 

（ｂ）専門知識 

①機械の構造と作用（付属装置も含む） ②諸計算 ③試験・検査 ④運転管理

の心得、標準動作の手順 など 

 

（２） 実技試験 

 課題 １級 ２級 

準 備 工 程 

１ 

２ 

３ 

４ 

始業作業 

運転作業 

ビーム交換作業 

異常時の処理判断 

始業作業 

運転作業  

ビーム交換作業 

異常時の処理判断 

製 織 工 程 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

経糸継ぎ作業 

緯糸継ぎ作業 

切卸及び運搬作業 

機台の見回り作業 

異常時の処理判断 

機台の始動及び停止作業 

経糸継ぎ作業 

緯糸継ぎ作業 

機台の見回り作業 

異常時の処理判断 

仕 上 工 程 

 １ 

２ 

３ 

４ 

 始業作業 

 検査作業 

 格付け作業 

 異常時の処理判断 

始業作業 

検査作業 

格付け作業 

異常時の処理判断 

なお、既に学科（筆記）試験又は実技試験の合格者で本年度受験する者は、申請の際

「一部合格証明書」のコピーを添付すれば、一部合格している学科試験又は実技試験が

免除される。 
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受験料は、１級、２級ともに学科（筆記）試験が５，９４０円（税込）、実技試験が

１４，５８０円（税込）。試験実施の期間は平成３０年１０月２２日～１２月７日の間を

予定している。 

 

３．受験申込期日 

     平成３０年９月１９日までに当会に申請書を送付。 

 

 

◇ 絹・合繊織物の海外展示会(ミラノ・ウニカ)出展支援事業の公募 ◇ 

 

１．事業の目的 

  本事業は、日本独自の絹織物や高機能性を有する合繊織物を海外にアピールするため

の支援として、下記展示会への出展支援事業の公募を行います。 

 

２．展示会名 

・「The Japan Observatory」 at MU ２０２０ SS  

   会期：２０１９年（平成３１年）２月５日（火）～７日（木） 

   会場：イタリア ミラノ市「Ｒｈｏ Ｆｉｅｒａｍｉｌａｎｏ（ロー・フィエラ・ミラノ）」 

 

３．出展対象者 

  出展対象者は、日本の絹織物・化合繊（長）織物の製造者を構成員とする団体（組合）

及びこれらの団体（組合）から推薦された事業者。 

 

４．公募期間 

  平成３０年８月２７日（月）～平成３０年９月５日（水） １７時まで（必着） 

 

５．公募資料（公募要領、申請書等） 

  資料等詳細は、公募期間中の本会ホームページより入手してください。 

  

  【公募申請書（事業計画書）の提出先及び問合わせ先】 

   〒102-0073 東京都千代田区九段北 1-15-12 

    一般社団法人 日本絹人繊織物工業会 担当 大森 

     TEL 03-3262-4101 FAX 03-3262-4270 
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◇ 経済産業省人事異動 ◇ 

 

○ ７月２５日付 

 

（新）                （旧）     

井上 宏司 様             

 製造産業局長              農林水産省食料産業局長       

 

多田 明弘 様             

内閣府政策統括官            製造産業局長 

（経済財政運営担当）                     

 
○ ７月３１日付 

 

（新）                （旧）     

土田 浩史 様             

 厚生労働省大臣官房政策立案総括        大臣官房審議官（雇用・人材担当） 

審議官（政策評価、総合政策（労 

動）担当）               

     

大内  聡 様             

大臣官房審議官（雇用・人材担当）    財務省大臣官房付            
 

 

◇ 「資金調達ナビ」最新の支援情報（全国版） ◇ 

 

中小機構では、Ｊ-Ｎｅｔ２１スタッフが全国の省庁や都道府県庁、支援センターなどの

公的機関のサイトに発表されているＷＥＢ情報を収集し、リンク情報として紹介して

います。資金制度、募集中の資金情報を資金調達の目的、方法、都道府県別に検索で

きますので実施されている事業にあわせて情報を入手することが出来ます。 

中小機構ホームページ http://j-net21.smrj.go.jp/snavi/support 

(日絹ホームページからもリンクしていますので御利用下さい) 

 

（公募中案件） 

2018/08/08掲載 

意匠制度の見直しの検討課題に対する提案募集（特許庁） 

http://www.jpo.go.jp/iken/180807_isho_seido.htm
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８月６日に産業構造審議会知的財産分科会意匠制度小委員会を開催し、意匠制度の見直し

の方向性と今後の検討課題について議論を開始しました。今後の参考とするため、各論点

について、国内外から提案を募集します。 

・実施期間：2018/08/07 － 2018/09/21 

 

2018/08/07掲載 

Japan Venture Awards ２０１９（PDF ファイル）（中小企業基盤整備機構） 

有望なベンチャー起業家を表彰する「Japan Venture Awards（JVA）２０１９」の応募者を募

集します。また、ベンチャー企業の発掘や育成に尽力し、高い貢献が認められるベンチャ

ーキャピタリストの表彰も行っています。 

・実施期間：2018/08/03 － 2018/09/26 

 

2018/08/03掲載 

「ものづくり・商業・サービス経営力向上支援補助金」２次公募（中小企業庁） 

国際的な経済社会情勢の変化に対応し、足腰の強い経済を構築するため、生産性向上に資

する革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行うための中小企業・小規

模事業者の設備投資等の一部を支援することを目的とします。補助金の２次公募を行いま

す。 

・実施期間：2018/08/03 － 2018/09/10 

 

2018/08/03掲載 

平成３０年度中小企業者向け CLO ローン募集開始（PDF ファイル） 

（日本政策金融公庫） 

地域経済活性化の担い手となる中小企業者に対する無担保資金の供給円滑化のため、地域

金融機関を通じ、CLO（貸付債権担保証券）ローンの募集を開始しました。このローンは

証券化の手法を活用した全国の地域金融機関による日本公庫及び機関投資家との連携商

品で、CLO の発行は平成３１年３月を予定しています。 

・実施期間：2018/08/01 － 2018/12/28 

 

2018/07/31掲載 

「地域未来牽引企業」の選定・公表に向けて候補企業の推薦を受け付けます 

（経済産業省） 

地域未来投資促進法を活用し、全国で幅広く地域経済牽引事業が実施されるよう、その担

い手候補となる地域の中核企業「地域未来牽引企業」の選定のため、候補企業の推薦を受

け付けます。 

・実施期間：2018/07/31 － 2018/09/07 

http://www.smrj.go.jp/org/info/press/2018/frr94k000003xqvo-att/20180803_press01.pdf
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/2018/180803mono.htm
https://www.jfc.go.jp/n/release/pdf/topics_180801a.pdf
http://www.meti.go.jp/press/2018/07/20180731005/20180731005.html
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2018/07/12掲載 

中小ベンチャー企業、小規模企業を対象とした特許料等の軽減措置及び国際出願促

進交付金の平成３０年４月１日以降の取り扱いについて（特許庁） 

「産業競争力強化法等の一部を改正する法律」により、中小ベンチャー企業、小規模企業

を対象として、「審査請求料」、「特許料（１～１０年分）」、国際出願に係る「調査手数料・

送付手数料」、及び国際予備審査請求に係る「予備審査手数料」を１／３に軽減、また、『国

際出願促進交付金交付要綱』に基づき、中小ベンチャー企業や小規模企業が特許協力条約

に基づく国際出願を行う場合の「国際出願手数料」や国際予備審査請求を行う場合の「取

扱手数料」について、納付金額の２／３に相当する額を「国際出願促進交付金」として交

付する措置を講じます。 

 

2018/07/06掲載 

事業承継税制（贈与税・相続税の納税猶予及び免除制度）（中小企業庁） 

後継者が非上場会社の株式等を先代経営者等から贈与・相続により取得した際、経営承継

円滑化法による都道府県知事の認定を受けると、贈与税・相続税の納税が猶予される制度

です。 

 

2018/07/02掲載 

第９回「キャリア教育アワード」及び第８回「キャリア教育推進連携表彰」を実

施します（経済産業省） 

子どもや若者たちに対して、仕事のやりがいや学校での学びと実社会とのつながりを伝え

る「キャリア教育」に取り組む企業等の活動を表彰する「キャリア教育アワード」と、教

育関係者と地域・社会や産業界の関係者とが連携・協働して取り組む「キャリア教育」の

先進事例を表彰する「キャリア教育推進連携表彰」を実施します。 

・実施期間：2018/07/02 － 2018/10/19 

 

2018/06/20掲載 

地方拠点強化税制における雇用促進税制（厚生労働省） 

地域再生法に基づき都道府県知事が認定する「地方活力向上地域等特定業務施設整備計画」

の認定を受け、本社機能の拡充・移転を実施する事業主において、特定業務施設（整備計

画に基づき整備する本社機能を有する施設をいいます。）の雇用者を増加させた場合、１人

当たり最大９０万円の税額控除が受けられます。 

 

2018/06/14掲載 

「地方創生☆政策アイデアコンテスト２０１８」の開催について 

（経済産業省 中国経済産業局） 

https://www.jpo.go.jp/tetuzuki/ryoukin/chusho_keigen-fromh300401.htm
https://www.jpo.go.jp/tetuzuki/ryoukin/chusho_keigen-fromh300401.htm
http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/shoukei_enkatsu_zouyo_souzoku.htm
http://www.meti.go.jp/press/2018/07/20180702005/20180702005.html
http://www.meti.go.jp/press/2018/07/20180702005/20180702005.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/roudouseisaku/koyousokushinzei.html
http://www.chugoku.meti.go.jp/topics/kikaku/180614.html
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自身が暮らす、または、ゆかりのある地域の現状・課題について、「地域経済分析システム

(RESAS：リーサス)」を使って分析し、その上で解決策となるような政策アイデアを募集

します。 

 

2018/06/08掲載 

中小企業知的財産活動支援事業費補助金（海外知財訴訟保険事業）（特許庁） 

中小企業が海外において知財係争に巻き込まれた場合の「セーフティーネットとしての施

策」として、全国規模の中小企業を会員とする団体に補助金を交付し、中小企業が海外知

財訴訟費用保険に加入する際の掛金の一部を補助し、中小企業の掛金負担を軽減します。 

・実施期間：2018/04/25 －  

 

2018/05/10掲載 

「第３２回（２０１８年度）中小企業懸賞論文」の募集（商工総合研究所） 

「地域資源の活用による中小企業の発展戦略」「人手不足と中小企業の生産性向上」「中小

企業が求める金融機関による本業支援」「中小企業金融におけるリスクマネー供給と信用

保証制度」の４テーマから論文を募集します。 

・実施期間：2018/08/01 － 2018/10/15 

 

2018/05/09掲載 

「消費税軽減税率制度に係る事業者支援措置（補助金等）説明会」講師派遣事業 

（中小企業庁） 

消費税軽減税率に関する説明会への講師派遣説明会開催団体が開催する中小企業向けの

消費税軽減税率説明会等に講師（中小企業庁より事前登録された）を派遣し、消費税軽減

税率の支援措置（補助金等） について中小企業庁発行の資料等をもとに説明をします。 

・実施期間：2018/04/25 － 2019/02/06 

 

2018/05/07掲載 

中小企業知的財産活動支援事業費補助金（中小企業等外国出願支援事業）（特許庁） 

中小企業の戦略的な外国出願を促進するため、外国への事業展開等を計画している中小企

業等に対して、外国出願にかかる費用の半額を助成しています。 

 

2018/04/23掲載 

中小企業研究奨励賞・懸賞論文・懸賞レポート 募集（商工総合研究所） 

２０１８年度中小企業研究奨励賞・懸賞論文・懸賞レポートの応募要項を掲載しました。 

・実施期間：2018/08/01 － 2018/10/15 

 

http://www.jpo.go.jp/sesaku/shien_sosyou_hoken.htm
http://www.shokosoken.or.jp/commendation/index.html#commendation_02
http://keigen-zei.jp/
http://www.jpo.go.jp/sesaku/shien_gaikokusyutugan.htm
http://www.shokosoken.or.jp/commendation/
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動 向  

 

７月２４日 日本繊維産業連盟 平成３０年度第１回常任委員委員会 

７月２７日 当会 ＪＦＷ－ＪＣ２０１９出展者説明会 

８月 １日 日本繊維産業連盟 第１２１回通商問題委員会 

８月 ８日 全国中小企業団体中央会 工業専門委員会 

 

 

会議予定 

 

☆ 関東織物産地連絡協議会 例会 

８月２８日（火）１３時３０分 ～ 於：日絹会館 

☆ きものサミット in 京都 ２０１８ 

９月 ５日（水）１５時 ～ １９時４５分 於：ホテルグランヴィア京都 

☆  当会 全日本帯地連盟 委員総会および交流会 

９月１１日（火） 委員総会１５時 ～ １７時    於：西陣織会館 

９月１１日（火） 交流会 １７時３０分 ～ ２０時 於：天㐂 

☆ 全国中央会 第７０回中小企業全国大会 

９月１２日（水）１４時３０分 ～ １６時３０分 於：上七軒歌舞練場、西陣織会館 

☆ 日本繊維産業連盟 第１２２回通商問題委員会 

９月２６日（水）１４時 ～ １６時 於：繊維会館７Ｆ 

☆ 当会 平成３０年度第１回資産運用検討委員会 

９月２８日（金）１２時 ～ 於：日絹会館 

☆ 当会 正副会長・正副理事長会議 

９月２８日（金）１３時 ～ 於：日絹会館 

 

 

イベント 

 

☆ 第８６回東京インターナショナル・ギフト・ショー秋２０１８  

１９月 ４日（火）～ ７日（金）１０時 ～ １８時（最終日は１７時まで） 

会 場：東京ビッグサイト 全館 

 

☆ IFF MAGIC Japan ２０１８ September 

１９月２６日（水）～ ２８日（金）１０時 ～ １８時（最終日は１７時まで） 

会 場：東京ビッグサイト 西館 
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☆ 丹後織物総合展「Ｔａｎｇｏ Ｆａｂｒｉｃ Ｍａｒｃｈｅ」 

１０月 ３日（水）～ ４日（木）１０時 ～ １８時 

会 場：代官山 ヒルサイドテラス アネックスＡ棟 

 

☆ 桐生テキスタイルコレクション２０１９ 

１０月 ４日（木）１０時 ～ １８時  

７月 ５日（金）１０時 ～ １７時  

会 場：青山 ＴＥＰＩＡ３Ｆ 

 

☆ 米沢テキスタイルコレクション２０１９ＡＷ 

１０月１１日（木）１０時 ～ １８時 

１１月１２日（木）１０時 ～ １７時 

会 場：東京交通会館３Ｆ グリーンルーム 

 

☆ ２０１８ 浜ちりめん白生地求評会 

１０月１１日（木）１３時 ～ １７時  

７月１２日（金）１０時 ～ １７時  

会 場：京都市 丸池藤井ビル３Ｆ 

 

☆ ２０１８丹後きものまつりｉｎ天橋立 

１０月２１日（日）１０時 ～ １５時３０分 

会 場：京都府 宮津市 文珠地区 日本三景・天橋立周辺 

http://www.tanko.or.jp/ 

 

☆ 第１１６回博多織求評会 

１１月 ８日（木）～ １１日（日）１０時 ～ １７時（最終日は１５時まで） 

会 場：萬松山 勅賜 承天禅寺 

 

☆ 第６９回丹後織物求評会 

１１月１４日（水）１０時 ～ １７時  

７月１６日（木）１０時 ～ １６時  

会 場：京都市 丸池藤井ビル３Ｆ 

 

☆ ＩＦＦＴ ｉｎｔｅｒｉｏｒｌｉｆｅｓｔｙｌｅ living 

１１月１４日（水）～ １６日（水）１０時 ～ １８時（最終日は１７時まで） 

会 場：東京ビッグサイト 西１・２・４ホール＋アトリウム 

http://www.tanko.or.jp/
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☆ Ｔｈｅ ３７ｔｈ ＪＡＰＡＮＴＥＸ２０１８ 

１１月２０日（火）～ ２２日（木）１０時 ～ １７時 

会 場：東京ビッグサイト 東７ホール 

 

☆ ＪＦＷ ＪＡＰＡＮ ＣＲＥＡＴＩＯＮ ２０１９ 

１１月２１日（水）１０時 ～ １８時３０分 

１１月２２日（木）１０時 ～ １８時  

会 場：東京国際フォーラム ホールＥ１ 

 

☆ Ｐｒｅｍｉｕｍ Ｔｅｘｔｉｌｅ Ｊａｐａｎ ２０１９ Ａｕｔｕｍｎ/Ｗｉｎｔｅｒ 

１１月２１日（水）１０時 ～ １８時３０分 

１１月２２日（木）１０時 ～ １８時  

会 場：東京国際フォーラム ホールＥ２ 

 


	日  絹  月  報
	平成３０年８月号　第４９７号
	発行：一般社団法人日本絹人繊織物工業会
	日本絹人繊織物工業組合連合会
	Tel ０３－３２６２－４１０１

